
1

岐阜県 総合企画部 情報企画課

（岐阜県と県内市町村との取組み）



・共通地図共同整備・更新
（都市計画基本図、森林基本図、道路台帳付図を統合した

岐阜県と県内市町村との取組み

取り組みの２本柱
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「岐阜県共有空間データ」）

・ＷｅｂＧＩＳの共同利用
（庁内型、公開型 「県域統合型ＧＩＳ」）



目的

地理空間情報の活用により国民の安心・豊かな生活を実現

地理空間情報活用推進基本法の成立

岐阜県と県内市町村との取組み
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ポイント

・地理空間情報の活用が法的に位置づけられた
・地理空間情報の活用が地方自治体の責務として規定

・基盤地図情報の整備



（行政における地理空間情報の活用等）
国及び地方公共団体は、地理空間情報の活用の推進に関し、
国民の利便性の向上を図るとともに 行政の運営の効率化及び

地理空間情報活用推進基本法

第１４条

岐阜県と県内市町村との取組み
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国民の利便性の向上を図るとともに、行政の運営の効率化及び
その機能の高度化に資するため、その事務及び事業における
地理情報システムの利用の拡大並びにこれによる公共分野に
おけるサービスの多様化及び質の向上その他の必要な施策を
講ずるものとする。



個別業務（民間業務）における個別業務（民間業務）におけるGISGISの普及の普及

地理空間情報の流通（情報の交流）地理空間情報の流通（情報の交流）

業務ツールとしての確立

岐阜県と県内市町村との取組み
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地理空間情報を相互利用した更なる業務の地理空間情報を相互利用した更なる業務の
高度化、効率化（高度業務支援）、多様な高度化、効率化（高度業務支援）、多様な
情報サービスの提供情報サービスの提供

情報ツールとしての確立



個別ＧＩＳ

平成１０年

岐阜県におけるＧＩＳの状況

岐阜県と県内市町村との取組み

統合型ＧＩＳ

森林ＧＩＳ、治山ＧＩＳ、

遺跡ＧＩＳ、道路ＧＩＳ等

平成１８年４月本格稼働



個別ＧＩＳの例（森林ＧＩＳ）

岐阜県と県内市町村との取組み



個別ＧＩＳの例（治山ＧＩＳ）

崩壊予測解析

岐阜県と県内市町村との取組み

土砂流出予測
解析



個別個別GISGISの効果の効果

・業務の効率化・高度化

岐阜県と県内市町村との取組み
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・各種地理空間情報の蓄積・整備促進



個別個別GISGISの課題の課題

①導入開発・維持管理コスト
（特に背景地図）

②流通しな 地理空間情報

岐阜県と県内市町村との取組み
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②流通しない地理空間情報
導入効果が限定的（導入した部局のみ）

③流通しても重ならない地理空間情報



課題①
背景地図
（各部局で整備若しくは民間地図購入）

・各部局で整備している法定図書の地図整備に
多大なコスト

岐阜県と県内市町村との取組み
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多大なコスト

・重複整備（同じ箇所を部局により何度も測量）

・広域大縮尺の地図がない
（カバーエリアが各地図で限定的）



○地方自治体が整備・保有する主な地図（基盤地図系）

・都市計画基本図
都市計画法で規定する都市計画の図書としての総括図、計画図等の基本となる

地形図

対象地域：都市計画区域

整備自治体：市町

整備形態：面的

更新頻度：毎年～概ね５年周期

岐阜県と県内市町村との取組み
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更新頻度：毎年 概ね５年周期

精度 １／２５００以上（公共測量成果）

・道路台帳付図
道路法により道路管理者の作成が義務づけられている台帳に添付する図面

対象：道路管理区域（及びその周辺）

整備自治体：県・市町村

整備形態：県_短冊状 市町村_面的・短冊状
更新頻度：毎年

精度 １／１０００以上 （公共測量成果）



○地方自治体が整備・保有する主な地図（基盤地図系）

・森林基本図
森林法で規定される森林計画策定のための基礎地形図

対象地域：森林地域（地域森林計画対象森林）

整備自治体：県

整備形態：面的

更新頻度：５年周期

精度：１／５０００以上（公共測量成果）

岐阜県と県内市町村との取組み
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精度 以 （公共測量成果）

・土地家屋現況図
固定資産税算出のための現況地図

対象地域：ほぼ全域

整備自治体：市町村

整備形態：面的

更新頻度：毎年～３年周期

精度：１／５００～１０００

（※岐阜県内の自治体の多くの場合公共測量成果としていない。）



都市計画区域2500

砂防区域2500

道路区域1000

精度区分

岐阜県と県内市町村との取組み

岐阜県の地図整備分布

6
2007.6現在

農業区域2500

砂防区域2500

森林区域5000

整備面積 約１万㎢

H19年6月末時点での未整備面
積は約54Km2（0.5%)となって
いる。

安八町

関ケ原町

大野町 本巣町
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赤：固定資産

灰：都市計画

青：道路管理

浦安市の例

岐阜県と県内市町村との取組み

15元データ提供：浦安市



課題②
流通しない地理空間情報

◆地理空間情報の利用の現状

岐阜県と県内市町村との取組み
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・庁内においても、一部の地図が紙で相互利用されているのみ

・異なる自治体間で地図の相互利用はほとんど進んでいない

（従来まではそんなに連携する業務もない・・と思われていた）

・そもそもどの部局がどのような地理空間情報を持っているか
知らない



課題②
流通しない地理空間情報

◆整備した地理空間情報の意識

・情報の作成が目的でなく、目的達成のための付帯物＝図面

（行政で地図作成を目的とする機関は国土地理院のみ）

岐阜県と県内市町村との取組み
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（行政で地図作成を目的とする機関は国土地理院のみ）

・他の業務で利用することなどほとんど考えられていない

（考える必要も特に無かった）

・電子化されていても各業務毎にシステム化→複数のフォーマット



このような状況の中でも、地理空間情報の流通により、情報の相互利用
が進みつつある。

しかし情報を重ねても

岐阜県と県内市町村との取組み

課題③
重ならない地理空間情報
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しかし情報を重ねても・・・・

同じ物（地物）が同じ位置を示していない？
正確な場所に物（地物）が表示されていない？



民間事業者との地理空間情報の交流例
民間事業者から提供された電柱情報と岐阜県共有空間データとの重ね合わせ

道の真ん中に
電柱が存在

岐阜県と県内市町村との取組み
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建物の中に
電柱が存在



原因

背景地図が異なる
（民間事業者は民間地図利用）
（各部局毎で異なる背景図利用）

岐阜県と県内市町村との取組み
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せっかく地理空間情報が流通しても・・・

これでは使えない
（使いにくい）



課題①③解決に向けて
地理空間情報を活用した業務効率化、高度化
多様なサービス提供には、

誰でも使える

岐阜県と県内市町村との取組み
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・誰でも使える
・鮮度・精度の高い
・広域の共通地図

が必要。



（基盤地図情報の整備等）

基盤 情報 を推進す 情報

地理空間情報活用推進基本法

第１６条

岐阜県と県内市町村との取組み

22

国は、基盤地図情報の共用を推進することにより地理情報システ
ムの普及を図るため、基盤地図情報の整備に係る技術上の基準
を定めるものとする。

２ 国及び地方公共団体は、前項の目的を達成するため、同項の
技術上の基準に適合した基盤地図情報の整備及び適時の更新
その他の必要な施策を講ずるものとする。



（地図関連業務における基盤地図情報の相互活用）

地理空間活用推進基本法

第１７条

岐阜県と県内市町村との取組み
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国及び地方公共団体は、都市計画、公共施設の管理、農地、森
林等の管理、地籍調査、不動産登記、税務、統計その他のその
遂行に地図の利用が必要な行政の各分野における事務又は事
業を実施するため地図を作成する場合には、当該地図の対象と
なる区域について既に整備された基盤地図情報の相互の活用に
努めるものとする。



課題②解決に向けて
各部局で整備された地理空間情報の効率的な利
用促進のため（情報共有・交流促進のため）

・誰でも使える

岐阜県と県内市町村との取組み
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・誰でも使える
・共通の業務ツール

が必要。



岐阜県では、県内市町村と連携して1999年の統合型GIS整備指
針策定、2002年県域統合型GIS市町村検討会設立に始まり、地
図共同整備、GIS共同利用の取り組みを進めてきた。

基盤地図情報
＝共通地図

岐阜県と県内市町村との取組み
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＝岐阜県共有空間データ

情報共有・交流ツール
＝WebGIS

＝県域統合型ＧＩＳ



H13.11.1 岐阜県ふるさと地理

情報センター設立

H16年度 H17年度 H18年度～

県による初期整備

H15年度H14年度H13年度

行政統合型ｼｽﾃﾑ開発・運用

岐阜県

共有空間データ

県域

県・市町村との
共同更新

岐阜県と県内市町村との取組み

統合型GIS市町村検
討会

岐阜県電子自治体推進市町村・県連絡協議会

県域統合型GIS検討部会

行政統合型ｼｽﾃﾑ開発・運用
県域

統合型ＧＩＳ

行政の枠を超えた

県域レベルの取り
組み

共同利用の
運用開始

県民公開型ｼｽﾃﾑ開発・運用
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・共通地図共同整備・更新
（都市計画基本図、森林基本図、道路台帳付図を統合した
「岐阜県共有空間データ」）

岐阜県と県内市町村との取組み
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・ＷｅｂＧＩＳの共同利用
（庁内型、公開型ＧＩＳ 「県域統合型ＧＩＳ」）



整備方針
・既存地図（データ）の活用
・従来の枠組みによる更新
・共通仕様

岐阜県共有空間データ整備の取り組み岐阜県共有空間データ整備の取り組み

28

・共通仕様

コストを軽減しながら整備・更新



都市計画区域2500

砂防区域2500

道路区域1000

精度区分

岐阜県共有空間データ整備の取り組み岐阜県共有空間データ整備の取り組み

初期整備時の精度区分初期整備時の精度区分初期整備時の精度区分初期整備時の精度区分

6
2007.6現在

農業区域2500

森林区域5000

整備面積 約１万㎢

H19年6月末時点での未整備面
積は約54Km2（0.5%)となって
いる。

安八町

関ケ原町

大野町 本巣町
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イコノス画像データを背景に調製
（S=1/2,500）

市町村の協力を得て、既存公共測量成果（森林、道路、都市）を利用し、地理標準に
準拠した、岐阜県共有空間データ整備基本仕様書（製品仕様）に基づき、県下全域の
大縮尺地図を公共測量成果として３カ年（H15～H17）で初期整備

岐阜県全域の基本地図

「岐阜県共有空間データ」

公共測量成果

岐阜県共有空間データ整備の取り組み（初期整備）岐阜県共有空間データ整備の取り組み（初期整備）

1/5,000 1/1,000 1/2,500

公共測量成果

都市部を抜き取る道路を抜き取る森林部を抜き取る

森林基本図
（県）

道路台帳附図

（県）

都市計画基本図
（市町村）
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岐阜県と県内市町村では、都市計画基本図、森林基本図、道路台帳付図を統合・一元
化し、岐阜県共有空間データ整備基本仕様書（製品仕様）に基づき、共同整備更新を
行っている。

岐阜県全域の基本地図

「岐阜県共有空間データ」
公共測量成果

岐阜県共有空間データ整備の取り組み（更新）岐阜県共有空間データ整備の取り組み（更新）

都市部を修正道路を修正森林部を修
正

県林政部

（１／５,０００ ）
道路台帳附図

（１／１,０００ ）
都市計画基本図

（１／２,５００ 市町村）
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各自治体、部局の役割（従来の業務範囲で分担）各自治体、部局の役割（従来の業務範囲で分担）各自治体、部局の役割（従来の業務範囲で分担）各自治体、部局の役割（従来の業務範囲で分担）

更新項目 更新主体（主管課） 位置精度

岐阜県管理道路 岐阜県県土整備部道路維持課 1/1,000相当以上

都市計画区域 市町村都市政策部門 1/2,500相当以上

森林地域 岐阜県林政部林政課 1/5,000相当以上

岐阜県共有空間データ整備の取り組み（更新）岐阜県共有空間データ整備の取り組み（更新）
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・異なる地図間の調整及び合成
県道と都市計画図の接合部分、市町村間の調整等の全体地図調整
（約２千万円／年）

・公共測量成果の申請
代表して測量計画機関となり国土地理院への各種申請

※その他県（情報企画課）の役割



更新の流れ（毎年度繰り返し）更新の流れ（毎年度繰り返し）更新の流れ（毎年度繰り返し）更新の流れ（毎年度繰り返し）

平成１９年度 平成２０年度（秋頃）

各部局によ
る更新作業

全体地図
全体地図

岐阜県共有空間データ整備の取り組み（更新）岐阜県共有空間データ整備の取り組み（更新）
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※全体地図として年に１回更新
・平成１８年度から２回更新済み（現在３回目更新中）
・道路更新は毎年約８０ｋｍ（県管理道）
・都市部の更新は、都市計画基本図更新時
・森林部は岐阜県を５分割して毎年部分更新
（５年で全県更新）

全体地図
調整

全体地図

更新完了



H20年度(FY2008) H21年度(FY2009)H19年度(FY2007）H18年度（FY2006)

初期整備ストック更新
2006.3時点
（当初整備ストック分更新) H19.6.23完了

2007.3時点
（平成１８年度更新分）

平成18年度分更新

現在

H20.2.21完了

岐阜県共有空間データ整備の取り組み（更新）岐阜県共有空間データ整備の取り組み（更新）

2008.3時点
（平成１９年度更新分）

2009.3時点
（平成２０年度更新分）

H20.11.末予定

H21.9.末予定

平成19年度分更新
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平成20年度分更新



・共通地図共同整備・更新
（都市計画基本図、森林基本図、道路台帳付図を統合した
「岐阜県共有空間データ」）

岐阜県と県内市町村との取組み
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・ＷｅｂＧＩＳの共同利用
（庁内型、公開型ＧＩＳ 「県域統合型ＧＩＳ」）



イントラネット（県、市町村）

市町村A 市町村B

登録

様々な地図情報をＰＣを通じて提供

インターネット（住民等）

地域住民

（世界中の人々）

イントラネット環境とインターネット環境を装備

・県・市町村と外部を遮断したネット環境により、情報を保護しながら共有できます。

・広く伝える情報は、簡単にインターネット環境で提供できます。

（地域住民から直接情報のやりとりも可能）

共同利用システム（県域統合型ＧＩＳ）について共同利用システム（県域統合型ＧＩＳ）について
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県（所属１） 県（所属２）

個別空間

登録

閲覧

集計

登録

閲覧

集計

個別空間

閲覧

登録

閲覧

集計

地域住民と直接情報のやりとりも可能！



共同利用システム（県域統合型ＧＩＳ）について共同利用システム（県域統合型ＧＩＳ）について

（財）岐阜県建設研究センター

（ふるさと地理情報センター）
・県域統合型ＧＩＳの運営

県域統合型ＧＩＳの利用負担
（保守運営費 全体約７千万円/年）

岐 阜 県
約３千５百万円/年

全４２市町村
約３千５百万円/年
（人口・面積で案分）

１自治体あたり

約30万～300万円/年

利用契約 利用契約
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県域統合型ＧＩＳ利活用の普及啓発

◆市町村との連絡協議会
県域統合型ＧＩＳ活用検討部会 ３～４回／年

◆職員向け研修
・県職員向けＧＩＳ操作研修（基礎） ５回／年（約３０人／回）

共同利用システム（県域統合型ＧＩＳ）について共同利用システム（県域統合型ＧＩＳ）について

・県職員向けＧＩＳ操作研修（基礎） ５回／年（約３０人／回）

・市町村職員向けＧＩＳ操作研修（基礎） ４回／年（約３０人／回）

・個別業務向けＧＩＳ研修（県担当者、市町村担当者）

［有害鳥獣管理、遺跡管理、森林管理、林道管理等］

◆県域統合型ＧＩＳ利用支援（各市町村へ出張支援）
・各市町村でのＧＩＳ業務利用支援（要援護者支援マップ等）

・データ整備仕様書作成支援
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［Ｈ２０．７月末現在］

・公開マップ数 約１，４００

・イントラ（業務利用）マップ数 約２，１００

・公開ﾏｯﾌﾟｱｸｾｽ数/月の推移

(H18.7) 69,585 → (H19.7) 87,355 → (H20.5) 174,328  

共同利用システム（県域統合型ＧＩＳ）について共同利用システム（県域統合型ＧＩＳ）について

(H18.7) 69,585 → (H19.7) 87,355 → (H20.5) 174,328  

H18～H20  ２．５倍

○業務利用ﾏｯﾌﾟｱｸｾｽ数/月 の推移

(H18.7) 7,066 → (H19.7) 10,963 → (H20.7) 15,904

H18～Ｈ20 ２．３倍

※イントラの情報登録作業におけるアクセス数はカウントしていません。
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